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事業の区分 １ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 

病床機能分化・連携推進基盤整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

960,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

「団塊の世代」が後期高齢者となる２０２５年を迎えるに当たり，必

要な医療機能がバランスよく提供される体制を構築する必要があるた

め，医療機関に対して，今後不足が見込まれる病床機能への転換を促

進する必要がある。 

アウトカム指標：病床機能報告等における各医療機関の選択としての，

2025 年まで地域医療構想上で必要となる回復期病床数の達成：2,649

床（仙南 358 床，仙台 1,619 床，大・栗 194 床，石・登・気 478 床）（H30）

→3,608 床（仙南 386 床，仙台 2,270 床，大・栗 330 床，石・登・気

622 床）（R2） 

事業の内容  地域における病床の機能分化・連携を推進するため，回復期リハビ

リテーション病床等の地域で不足する病床への転換に係る施設・設備

整備費を補助する。 

アウトプット指標 ・病床機能を転換する医療機関数：10 医療機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

施設・設備整備への支援を行うことで転換による病床機能の分化を図

り，地域で不足する医療機能の病床を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

960,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

320,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

320,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

160,000 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

480,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

480,000 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 １ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

院内口腔管理体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

61,385 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 東北大学病院ほか 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

「団塊の世代」が後期高齢者となる２０２５年を迎えるに当たり，必

要な医療機能がバランスよく提供される体制を構築する必要があるた

め，例えば需要が見込まれる回復期病床へ医療機関が転換を行う際の

支援が必要である。 

アウトカム指標：病床機能報告等における各医療機関の選択としての，

2025 年まで地域医療構想上で必要となる回復期病床数の達成：2,649

床（仙南 358 床，仙台 1,619 床，大・栗 194 床，石・登・気 478 床）（H30）

→3,608 床（仙南 386 床，仙台 2,270 床，大・栗 330 床，石・登・気

622 床）（R2） 

歯科衛生士数（人口１０万対）：85.2 人(H30)→104.9 人（R2) 

※参考（H30 全国平均）：104.9 人 

事業の内容 医療圏の中核的な役割を担う病院（地域医療支援病院，がん診療連携

拠点病院等）における入院及び周術期患者に対する口腔管理のための

歯科医師，歯科衛生士の配置と，当該院内口腔管理体制の構築に必要

な歯科医療従事者への研修等を実施するもの。 

アウトプット指標 ・歯科衛生士の配置：６病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

入院患者の口腔機能向上や術後における全身の早期回復促進によっ

て，在院日数の短縮を図ることができ，構想区域内での病床の機能分

化・連携への寄与が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

61,385 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

22,360 

基金 国（Ａ） (千円) 

22,360 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

11,180 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

33,540 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

27,845 



12 

 

事業の区分 １ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整

備に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

病床機能分化・連携促進調査事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

70,485 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

「団塊の世代」が後期高齢者となる２０２５年を迎えるに当たり，必

要な医療機能がバランスよく提供される体制を構築する必要があるた

め，医療機関に対して，今後不足が見込まれる病床機能への転換を促

進する必要がある。 

アウトカム指標：病床機能報告等における各医療機関の選択としての，

2025 年まで地域医療構想上で必要となる回復期病床数の達成：2,649

床（仙南 358 床，仙台 1,619 床，大・栗 194 床，石・登・気 478 床）（H30）

→3,608 床（仙南 386 床，仙台 2,270 床，大・栗 330 床，石・登・気

622 床）（R2） 

事業の内容  各種調査分析等必要な支援を行うことにより、地域医療構想調整会

議における議論及び、各医療機関による病床の機能分化・連携に向け

た具体的な検討を促進。 

アウトプット指標 ・調整会議の場等で分析結果の提供を受けた病院（病床機能報告対象）

の数：１１２ 

アウトカムとアウトプット

の関連 

分析結果の提供を受けた病院が，各種データ等を踏まえ，必要とされ

る病床機能に転換や事業規模の見直しが促進される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

70,485 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,390 

基金 国（Ａ） (千円) 

46,990 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

23,495 

民 (千円) 

45,600 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

70,485 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

45,600 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 

在宅医療推進設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう在宅医療提供体制整備事業を実施し，在宅医療に係る提供

体制の強化が必要。 

アウトカム指標：在宅死亡率：21.6%（H30）→23.0％（R2） 

事業の内容 訪問診療・往診に要する医療機器の整備等，在宅医療提供体制の整備

に要する経費を支援する。 

アウトプット指標 ・訪問診療等で必要な医療機器等の整備 ：16 医療機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

往診・訪問診療を行う医療機関に対する支援を行うことで，在宅医療

に取り組む医療機関の確保と在宅医療の効率的・安定的な提供体制を

整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,667 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

8,000 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分  ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 

在宅医療連携拠点整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,989 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県ほか 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう在宅医療連携拠点整備事業を実施し，在宅医療に係る提供

体制の強化が必要。 

アウトカム指標：在宅療養支援病院，在宅療養支援診療所（有床）数：

47 か所（R1)→55 か所（R2） 

事業の内容 在宅医療を行う医師のバックアップ体制や，広域的な多職種連携体制

の構築に関する施策の検討・運営経費を支援する。 

アウトプット指標 ・バックアップ体制の構築に向けた検討会：４回 

・多職種連携を推進するための会議：４回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療を行う医師のバックアップ体制や，広域的な多職種連携体制

の構築を図ることで，在宅医療に取り組む医療機関の確保と在宅医療

の効率的・安定的な提供体制を整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,989 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

11,993 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,996 

民 (千円) 

11,993 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

17,989 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

  



15 

 

事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

在宅医療推進協議会設置・運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,625 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県ほか 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう在宅医療推進協議会設置・運営事業を実施し，在宅医療に

係る提供体制の強化が必要。 

アウトカム指標：在宅療養支援病院，在宅療養支援診療所（有床）数：

47 か所（R1)→55 か所（R2） 

事業の内容 在宅医療・介護の連携を図るため，地域包括ケアの担い手が地域課題

の検討や研修を行う機会を設定する。 

アウトプット指標 ・検討・研修会：７回 

・在宅医療推進検討会：2 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県全体～各地域の単位で在宅医療に係る取り組みについて協議の場の

提供や検討会を行うことで，在宅医療に取り組む医療機関の確保と在

宅医療の効率的・安定的な提供体制を整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,625 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

2,927 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,987 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,493 

民 (千円) 

6,060 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,480 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

1,145 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 

在宅医療人材育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,920 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう，在宅医療・多職種人材育成研修事業を実施し，在宅医療

に係る提供体制の強化が必要。 

アウトカム指標：在宅療養支援病院，在宅療養支援診療所（有床）数：

47 か所（R1)→55 か所（R2） 

事業の内容 在宅医療従事者の知識向上等を図るための研修会の開催 

アウトプット指標 ・在宅医療対応力向上研修：2回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療従事者の知識・技能習得により，在宅医療の提供体制強化が

図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,920 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,613 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,307 

民 (千円) 

6,613 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,920 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,911 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 

訪問看護推進事業  

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,231 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう，訪問看護推進事業を実施し，在宅医療に係る提供体制の

強化が必要。 

アウトカム指標：訪問看護ステーション従事者数： 

仙南  31 人（H29）→45.7 人（R2)  

仙台 723 人（H29）→641.1 人（R2)  

大崎・栗原 103 人（H29）→96.5 人（R2)  

石巻・登米・気仙沼 142 人（H29）→145.9 人（R2)  

事業の内容 訪問看護の充実を目的とした①訪問看護推進協議会の開催，②訪問看

護と医療機関看護師の資質向上のための相互研修会の開催，③訪問看

護の役割の普及啓発（講演会等）,④訪問看護師育成支援研修の実施,

⑤新卒・新人訪問看護師育成プログラムの普及推進，⑥訪問看護コー

ルセンター，⑦訪問看護ステーション等巡回相談 

アウトプット指標 ・訪問看護推進協議会の開催：２回 

・訪問看護師及び医療機関看護師の相互研修の開催：２回（受講者：

のべ４５人） 

・訪問看護の役割の普及啓発（講演会等）：１回（受講者：１５０人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護に携わる看護師等の資質の向上，訪問看護師と医療機関や地

域の在宅介護サービス等との連携の強化により訪問看護の充実を図

り，在宅医療の提供体制強化につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,231 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

16 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,154 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,077 

民 (千円) 

8,138 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,231 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

8,138 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 

看護師特定行為研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,094 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県ほか 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう，特定行為研修修了看護師を計画的に養成し，在宅医療の

質の向上及び在宅医療に係る提供体制の強化が必要。 

アウトカム指標：特定行為研修修了者数：27 人（R1)→37 人（R2) 

事業の内容 県内の特定行為研修修了者を確保を図るため，特定行為研修に看護師

を派遣する医療機関等に対し，派遣に伴う経費の補助をする。 

アウトプット指標 ・県内研修受講者の確保 １０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院医師の業務負担軽減。地域医療チームの連携を推進し，効率的な

地域医療支援システムの構築を在宅医療提供体制の強化につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,094 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,698 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,349 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,047 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

4,047 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

  



20 

 

 

事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

訪問看護提供体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,568 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう，訪問看護提供体制整備事業を実施し，在宅医療に係る提

供体制の強化が必要。 

アウトカム指標：訪問看護ステーション従事者数： 

仙南 31 人（H29)→45.7 人（R2) 

仙台  723 人（H29)→641.1 人（R2) 

大崎・栗原 103 人(H29)→96.5 人（R2) 

石巻・登米・気仙沼 142 人(H29)→145.9 人（R2) 

事業の内容 訪問看護師の増加・質の向上を図ることを目的に，新たに看護師を雇

用又は配置した訪問看護ステーションを支援する。 

アウトプット指標 ・新たに看護師を雇用又は配置する訪問看護師数：14 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護に携わる看護師の増加及び資質の向上により訪問看護の充実

を図り，在宅医療の提供体制強化につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,568 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,379 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,189 

民 (千円) 

10,379 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,568 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

在宅歯科医療推進設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう，在宅歯科医療推進設備整備事業を実施し，在宅医療に係

る提供体制の強化が必要。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所等本事業の補助対象要件と

なる施設基準に係る届出を東北厚生局に提出している病院・歯科診療

所の数：154 か所（R1）→169 か所（R2） 

事業の内容 在宅歯科医療を推進するための設備整備を支援する。 

アウトプット指標 ・訪問歯科診療等で必要な携帯用歯科診療ユニット等の整備：９医療

機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅歯科医療を提供する医療機関を支援することにより，在宅歯科医

療の提供体制強化につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,500 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,500 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,250 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,750 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

6,750 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

  



22 

 

事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,660 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅歯科医療の相談窓口の設置することにより、在宅歯科診療等に係

る相談体制の充実を図るとともに、人材育成研修会等の実施等により，

県内における障害児・者歯科保健体制の拡充を図る。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所数：126 か所（R2.3.1）→134

か所（R2） 

事業の内容 在宅歯科医療の相談窓口を設置することにより、在宅歯科診療等に係

る相談体制の充実を図るとともに、県内における障害児・者歯科保健

体制の拡充を図る。 

アウトプット指標 ・在宅歯科医療を希望する者からの相談受付件数：１１０件 

・在宅医療・口腔ケア医療機関の紹介件数：５５件 

・在宅歯科診療機器の貸出件数：２８件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

住民や在宅歯科医療を受ける者や家族等からの在宅歯科保健等に関す

る相談やニーズに応じ，医科等の他分野とも連携できる体制が整備さ

れ，在宅歯科医療の提供体制強化につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,660 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

12,773 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,387 

民 (千円) 

12,773 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

19,160 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

9,440 

その他（Ｃ） (千円) 

2,500 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

  



23 

 

事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

在宅患者入院受入体制事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

128,816 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県病院協会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう，在宅患者入院受入体制事業を実施し，在宅医療に係る提

供体制の強化が必要。 

アウトカム指標：在宅療養支援病院，在宅療養支援診療所（有床）数：

47 か所（R1)→55 か所（R2） 

事業の内容 在宅患者・介護施設入居者の急変時に速やかに対応するため，医療圏

単位で病院による輪番体制を構築し，空床及び体制確保に要する経費

を支援する。 

アウトプット指標 ・当番病院（日中）：１２病院 

・当番病院（夜間）： ９病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅療養者の急変時の受入医療機関を確保することで，入院患者が安

心して在宅に移行できる環境を整備し，在宅医療の提供体制を強化す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

128,816 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

85,877 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

42,939 

民 (千円) 

85,877 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

128,816 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

医療機関における在宅への移行を支援する

看護職育成研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,419 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県看護協会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる回復期・慢性期病床や在宅医療に対応するため，

医療機関における在宅移行を支援できる看護職の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：在宅死亡率：21.6%（H30）→23.0％（R2） 

事業の内容 医療機関における在宅への移行を支援できる看護職の育成 

アウトプット指標 ・研修回数：１回 

・研修受講者：３０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療機関における在宅移行を支援できる看護職の確保・養成を行うこ

とで，医療機関や地域の在宅介護サービス等との連携が強化され，在

宅医療の提供体制強化につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,419 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

946 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

473 

民 (千円) 

946 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,419 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

  



25 

 

 

事業の区分 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

在宅および障がい児・者歯科医療連携室推進

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,912 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,大崎・栗原圏 

事業の実施主体 宮城県歯科医師会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加が見込まれる在宅患者等に対して適切な医療サービスが供給

できるよう，在宅及び障害児・者歯科医療連携室整備推進事業を実施

し，在宅医療に係る提供体制の強化が必要。 

アウトカム指標：在宅療養支援歯科診療所数：126 か所（R2.3.1 現在）

→134 か所（R2年度） 

事業の内容 みやぎ訪問歯科・救急ステーションの地域連携機能の更なる拡充，障

害児・者及び要介護者の歯科保健医療の相談窓口機能の付加を図るも

の。 

アウトプット指標 ・みやぎ訪問歯科・救急ステーション相談及び情報提供：１２０件 

・在宅歯科医療及び障がい児・者歯科医療連携室運営委員会：２回 

・在宅歯科医療及び障がい児・者歯科医療連携室間の相互連携会議：

１回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修会の開催や専門的口腔ケア対応を通して要介護高齢者や障がい児

（者）の歯科保健，医療，介護の流れが明確になり，県民が，障がい

や要介護状態にあっても安心して安全な療養を受けることができる環

境の整備が進む。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,912 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,294 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

647 

民 (千円) 

1,294 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,941 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

971 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 

医科歯科連携事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,653 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県歯科医師会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介

護ニーズ 

今後増加する医療需要に対応するため，医師不足の改善，地域や診療科による

医師の偏在解消及び看護職員等の確保・養成が必要である。 

アウトカム指標： がんの年齢調整死亡率（人口１０万対）：70.6%（H30)→70.0%

（R2) 

事業の内容 がん診療連携拠点病院等の患者・糖尿病患者に対する医科歯科連携推進のため

の各種事業（周術期口腔機能管理の推進及び人材養成のための研修，退院時に

調整を行うコーディネーターの養成・派遣）の実施。 

アウトプット指標 ・がん診療連携拠点病院等の患者・糖尿病患者に対する医科歯科連携に係る研

修の実施：12 回（参加人数４００人） 

アウトカムとアウト

プットの関連 

周術期口腔機能管理の実施体制強化により，口腔内からの全身麻酔時のリスク

軽減，手術後の誤嚥性肺炎の減少，入院期間の短縮，放射線や化学療法による

口内炎等の発症の軽減が図られ，がん・糖尿病患者に対する医療を効率的に提

供することができる。 

事業に要する費用の

額 

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,653 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,623 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

812 

民 (千円) 

1,623 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,435 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

1,218 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

 

  



27 

 

 

事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.17（医療分）】 

入退院センターと後方支援機関への患者搬

送体制の整備 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,192 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 東北大学病院 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，医師不足の改善，地域や診療

科による医師の偏在解消及び看護職員等の確保・養成が必要である。 

アウトカム指標：入院調整件数 8,718 件（H30）→9,800 件（R2） 

事業の内容 看護師やＭＳＷによる入院前の患者スクリーニング・情報収集による治療準

備の円滑化，受入体制の調整，退院後の療養の場の確保等入退院業務の

一元化や後方支援医療機関との連携強化を図るとともに，後方支援医療機

関への患者搬送業務を外部に委託することにより，患者転院・搬送に要する

業務の効率化及び医師の負担軽減に資するもの。 

アウトプット指標 後方支援医療機関への搬送件数：660 件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

後方支援医療機関への搬送体制を整備することで，入退院業務の一元化

による効率化や後方支援病院との連携強化が図られ，不安定な状態を脱し

た患者の円滑な後方搬送が可能となり，医師の負担軽減が期待できる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

24,192 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,752 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,376 

民 (千円) 

10,752 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,128 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

8,064 

備考（注３）  

 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.18（医療分）】 

医療従事者育成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

84,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

被災地の医師不足と，今後増加する医療需要に対応するため，医療従

事者育成事業を実施することで，医師不足及び地域偏在の解消が必要。 

アウトカム指標：医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人

(R2)※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

医療従事者の偏在の改善（人口１０万人対の医師数の比）：仙台市：仙

台市以外＝2.11:1(H30)→2.09:1(R2) 

県内の医師少数区域への配置，派遣医師数：11人（H30）→12人（R2） 

事業の内容 医師確保の困難な地域等に対して医師派遣等を行うための体制整備と

ネットワーク構築に対する支援を行う。 

アウトプット指標 ・配置，派遣医師数：２８人 

・派遣先医療機関数：４医療機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県全体としての医療人材の派遣を通して，医師偏在の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

84,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

37,333 

基金 国（Ａ） (千円) 

37,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,667 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

56,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

28,000 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.19（医療分）】 

看護職員等育成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,652 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県看護協会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，看護職員等育成支援事業を実

施し，看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 看護職員の確保，質の向上及び医療関係施設との連携強化を目的とし

た研修の実施を支援する。 

アウトプット指標 ・対象医療機関：１，５００医療機関 

・研修：１７回（のべ６５０人受講） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護職員の確保，質の向上及び医療関係施設との連携強化を目的とし

た研修の実施を支援することで，看護職員の離職防止・定着促進を図

り，看護職員の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,652 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,435 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,217 

民 (千円) 

4,435 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,652 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.20（医療分）】 

医師育成機構運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

36,083 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，医師育成機構を運営すること

で，医師不足，地域や診療科による医師偏在の解消が必要。 

アウトカム指標：医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人

(R2)※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

医療従事者の偏在の改善（人口１０万人対の医師数の比）：仙台市：仙

台市以外＝2.11:1(H30)→2.09:1 (R2) 

自治体病院等（県立病院を除く）への３年目以上医師配置数：73 人（R2）

→74 人（R3） 

事業の内容 宮城県医師育成機構を運営し，臨床研修体制の強化や医学生支援等を

通じ医師の育成を図るとともに，他県からの医師招へい活動を実施す

るほか，各医師のキャリア形成支援等，幅広い取組を通じて魅力ある

医療環境を構築する。 

アウトプット指標 ・令和３年度から新たに本県で研修を開始する研修医数：１５０人 

・自治体病院等（県立病院を除く）への医師配置数：１０５人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県全体としての医師定着を通して，医師不足の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

36,083 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

24,055 

基金 国（Ａ） (千円) 

24,055 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

12,028 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

36,083 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.21（医療分）】 

周産期・小児医療従事者確保・育成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

166,072 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

周産期医療従事者が著しく不足しており，地域においては産科医療資

源の集約化でさえも困難な状況であることから，周産期医療従事者の

確保が必要。 

アウトカム指標：周産期母子医療センター及び病院勤務産婦人科医師

１人当たりの分娩取扱数：93.0 件（H30）→91.8 件（R2） 

事業の内容 ・周産期医療の体制整備に必要となる産科医の確保に関する施策（業

務負担軽減）を実施するとともに，一次施設から高次医療施設への連

携機能を強化するための研修等の実施。 

・産科・産婦人科医師等の定着を図るため，産科医等に対して分娩手

当等を支給する医療機関を支援。 

アウトプット指標 ・分娩手当支給者数：１１０人（施設数：３８医療機関） 

・医師等の医療業務補助者の追加配置：１０人（各施設１名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

産科医・産婦人科医の処遇改善及び産婦人科を希望する医師の育成を

通して，県内で従事する産科医・産婦人科医師数の増加を図る。 

不足する周産期医療機能を充足することで，地域における周産期医療

従者の確保及び育成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

166,072 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

36,504 

基金 国（Ａ） (千円) 

47,942 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

23,971 

民 (千円) 

11,438 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

71,913 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

94,159 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.22（医療分）】 

救急医療専門領域研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,793 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，救急医療専門領域研修事業を

実施，救急医療に従事する医師の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：  

救急要請（覚知）から救急医療機関への搬送までに要した平均時間：

41 分（H30)→39.5 分（R2） 

※参考（H30 全国平均）：39.5 分 

救急科専門医数（人口１０万対）：3.1 人（H30）→3.7 人（R2） 

※参考（H30 全国平均）：3.7 人 

事業の内容 二次救急医療機関において救急医療に従事する医師を対象として，外

傷等への対応力を高める研修を実施し，二次救急医療機関の受入体制

の強化を図るもの。 

アウトプット指標 ・外傷に係る専門領域研修の実施：１回（累計受講者数：３８８人） 

・小児救急に係る専門領域研修の実施：１回（累計受講者数：７０人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修を通したチーム医療体制を確保することにより，地域の二次救急

医療機関等における受入体制の強化につなげる。また，三次救急医療

機関の負担軽減を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,793 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,195 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

598 

民 (千円) 

1,195 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,793 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,195 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.23（医療分）】 

助産師人材確保・養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,335 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，助産師人材確保・養成事業を

実施し，助産師不足，地域や就業施設による助産師の偏在解消及び資

質向上が必要。 

アウトカム指標：助産師数（人口 10 万対）：31.4 人（H30）→31.4 人

（R2）（現状維持） 

事業の内容 ・新人助産師を対象とした多施設合同研修の開催 

・助産師の助産実践能力の維持向上を目的とした研修の開催 

・助産師の人材交流に伴い発生する経費の支援 

アウトプット指標 ・新人助産師合同研修の開催：１回６時間程度を４回（各２０人） 

・助産実践能力の維持向上を目的とした研修の開催：２回（のべ５０

人） 

・助産師出向：１件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

就業する新人助産師が必要な研修を受講できる環境を整備し，基本的

な能力を向上させる。助産師の助産実践能力の維持向上，施設間交流

から助産師の離職防止・定着促進を図り，助産師の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,335 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,844 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,422 

民 (千円) 

1,465 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,266 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,465 

その他（Ｃ） (千円) 

2,069 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.24（医療分）】 

女性医師等就労支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

44,560 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，女性医師等就労支援事業を実施

し，医師不足，地域や診療科による医師の偏在解消が必要。 

アウトカム指標：医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人

(R2) ※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

事業の内容 女性医師が働きやすい職場環境を整備し，就労環境の改善及び離職防

止を図るため，女性医師が当直・休日勤務を免除された際の人件費支

援や復職研修受入を行っている医療機関への人件費支援を行う。 

アウトプット指標 ・支援実施医療機関数：４医療機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

妊娠・出産・育児の期間を通じて仕事を継続できる働きやすい職場環

境を整備することで女性医師の離職防止・再就職支援を図り，就業医

師数の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

44,560 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,853 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,427 

民 (千円) 

14,853 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,280 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

22,280 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 

専任教員養成講習会事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,157 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，専任教員養成講習会事業を実

施し，看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 令和３年度に本県で実施予定の専任教員養成講習会の準備を実施する

とともに，他県等が実施する専任教員養成講習会の受講費用等を補助

する。 

アウトプット指標 講習会受講者数：１０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専任教員の増加により看護師等養養成が安定化することで看護教育の

充実を図り，安定的な看護職員養成・確保につなげる。 

事業に要する費用の額 

 

 

 

  

金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,157 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

4,105 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,052 

民 (千円) 

4,105 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

6,157 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,371 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助  

【総事業費 

 （計画期間の総額）】 

88,421 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，看護師等養成所運営事業を実

施し，看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 看護職員の安定確保を図るため，看護師免許等の受験資格を付与され

る養成所に対する運営費を支援する。 

アウトプット指標 ・対象施設：１０施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師等養成所の運営を安定化することで看護教育の充実を図り，安

定的な看護職員の確保につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

88,421 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

58,947 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

29,474 

民 (千円) 

58,947 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

88,421 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.27（医療分）】 

看護職員資質向上推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,781 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，実習施設職員に対する看護師

等実習指導者講習会事業を実施し，看護教育の新カリキュラムに対応

できる看護教員の養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 効果的な実習指導ができるよう，看護教育に必要な知識・技術習得の

ための講習会を開催する。 

アウトプット指標 ・実習指導者講習会の開催：８週間（受講者：５０人） 

・実習指導者講習会（特定分野）の開催：９日間（受講者：１０人） 

・看護教員に対する研修会の開催：２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院等における実習指導者の能力向上を通した看護職員の教育体制の

充実により，看護職員の離職防止・定着促進を図り，看護職員の増加

につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,781 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

101 

基金 国（Ａ） (千円) 

2,521 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,260 

民 (千円) 

2,420 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

3,781 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,420 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.28（医療分）】 

潜在看護師等人材確保促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,741 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，潜在看護師等人材確保促進事

業を実施し，看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 離職した潜在看護職員に対する再就業に向けた支援や，多様な就業形

態導入を支援する。 

アウトプット指標 ・ナースセンターにおける普及相談員の配置：４人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

離職した看護職員を潜在化させることのない体制を整備することで，

就業する看護職員の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

16,741 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

11,161 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,580 

民 (千円) 

11,161 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

16,741 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

11,161 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.29（医療分）】 

認定看護師課程等派遣助成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,630 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，認定看護師課程等派遣助成事

業を実施し，看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 県内の医療機関が，所属する看護師等を認定看護師課程に派遣する際

に負担する受講料及び旅費を対象に支援を行い，認定看護師の資格取

得を促進するもの。 

アウトプット指標 ・認定看護師の資格を取得する看護師：22 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認定看護師の資格取得を目指し，認定看護師課程に看護師を派遣する

医療機関を支援することで，看護職員の職務意欲を向上させ，離職防

止・定着促進を図ることで看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,630 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,743 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,877 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,938 

民 (千円) 

2,134 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,815 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

8,815 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.30（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,718 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，新人看護職員研修事業を実施し，

看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8 人

(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 新人看護職員を対象に，「新人看護職員研修ガイドライン」に沿った研修

を行うことで，看護の質の向上及び早期離職防止を図る。 

アウトプット指標 ・新人看護職員研修実施病院等：１６施設・参加人数：１９３人 

・研修責任者研修実施回数：５回（対象人数：２５０人，各回５０人程度

定員） 

・新人看護職員合同研修実施回数：８回（参加人数２４０人，各回３０人

程度定員） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

就業する新人看護職員が必要な研修を受講できる環境を整備し，基本的な

能力を向上させることで，看護職員の離職防止・定着促進を図り，看護職

員の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金額 総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,718 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,671 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,651 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,325 

民 (千円) 

6,980 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,976 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,823 

その他（Ｃ） (千円) 

8,742 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.31（医療分）】 

看護職員県内定着促進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,145 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，看護職員県内定着促進事業を

実施し，看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 ・看護学生・未就業看護師等病院就職ガイダンスの開催 

・特定地域看護師確保推進事業の実施 

・看護職員確保等検討会の開催 

アウトプット指標 ・ガイダンスの開催回数：１回（参加者数：５６人） 

・特定地域看護師確保推進事業の開催：２回 

・看護職員確保等検討会の開催回数：２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

就職ガイダンスの開催等により，県内で就業する看護職員の確保を図

り，看護師数の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,145 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

763 

基金 国（Ａ） (千円) 

763 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

382 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,145 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.32（医療分）】 

看護職員勤務環境改善施設整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

87,471 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，看護職員勤務環境改善施設整

備事業を実施し，看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 看護師宿舎の個室整備に伴う費用を補助。 

アウトプット指標 整備１件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師宿舎整備により，看護職員の定着促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

87,471 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

19,438 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

9,719 

民 (千円) 

19,438 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

29,157 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

58,314 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.33（医療分）】 

勤務環境改善事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

241,598 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，勤務環境改善事業を実施し，

医師不足，地域や診療科による医師の偏在解消及び看護職員等の確

保・養成が必要。 

アウトカム指標：勤務環境改善に関する相談件数：34件（R1）→40件

（R2) 

看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8 人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

事業の内容 ・医療業務補助者を配置する医療機関への支援 

・勤務環境改善支援センターの運営 

アウトプット指標 ・支援対象となる医療業務補助者の配置：９１人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

勤務環境改善支援センターの設置及び医療業務補助者の配置支援によ

り医療機関における勤務環境改善が進み，医師や看護師等の医療従事

者の負担軽減・定着が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

241,598 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

11,267 

基金 国（Ａ） (千円) 

108,519 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

54,259 

民 (千円) 

97,252 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

162,778 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

78,820 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.34（医療分）】 

病院内保育所施設整備・運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

75,406 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，院内保育所施設整備・運営事

業を実施し，医師不足，地域や診療科による医師の偏在解消及び看護

職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 医療従事者の離職防止及び再就業の促進を図るため，保育施設の整

備・運営を支援する。 

アウトプット指標 ・対象施設数（整備）： １施設 

・対象施設数（運営）：２８施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

院内保育所が整備・運営されることで，子どもを持つ医療従事者が出

産から育児の期間を通じて働きやすい勤務環境が提供され，離職防止

や復職支援につながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

75,406 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

37,587 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

18,793 

民 (千円) 

37,587 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

56,380 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

19,026 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.35（医療分）】 

小児救急医療体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

36,953 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，小児救急医療体制整備事業を

実施し，小児救急医療従事者の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人

(R2) 

※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

事業の内容 小児救急医の負担軽減を図るため，市町村が実施する休日・夜間の小

児救急医療体制整備に対する支援を行う。 

アウトプット指標 ・実施市町村：１市 

アウトカムとアウトプット

の関連 

小児救急医療体制の整備による小児救急医の負担軽減・離職防止を通

して，医師数の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

36,953 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

1,426 

基金 国（Ａ） (千円) 

23,922 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

11,961 

民 (千円) 

22,496 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

35,883 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

22,496 

その他（Ｃ） (千円) 

1,070 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.36（医療分）】 

医学生交流支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙台圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，医学生交流支援事業を実施し，

医師不足，地域や診療科による医師の偏在解消が必要。 

アウトカム指標：医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人

(R2) 

※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

医療従事者の偏在の改善（人口１０万人対の医師数の比）：仙台市：仙

台市以外＝2.11:1(H30)→2.09:1（R2） 

東北医科薬科大学宮城枠参加者数：23 人（R1）→30 人（R2） 

事業の内容 東北医科薬科大学医学部生の本県の地域医療に対する意識醸成・ネッ

トワーク形成をはかり、県内定着を推進する。 

アウトプット指標 ・講演会及びワークショップ：２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療従事者から医学部生への期待や本県の医療への貢献に向けた

意識を醸成させることにより，キャリア形成に係る不安の解消とネッ

トワーク形成により本県への医師定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

667 

基金 国（Ａ） (千円) 

667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

333 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.37（医療分）】 

フライトドクター・ナース養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,498 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，フライトドクター・ナース養

成事業を実施し，医師不足，地域や診療科による医師の偏在解消及び

看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：救急要請（覚知）から救急医療機関への搬送までに

要した平均時間：41 分（H30)→39.5 分（R2） 

※参考（H30 全国平均）：39.5 分 

看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8 人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

事業の内容 ドクターヘリに搭乗する医師及び看護職員の養成を支援する。 

アウトプット指標 ・フライトドクターとして養成した医師：１３人 

・フライトナースとして養成した看護職員：１４人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

ドクターヘリに搭乗する医師及び看護職員の養成を行うことで３６５

日のドクターヘリ運航に対応できる体制を整備し，救急医療の量と質

を担保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,498 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

665 

基金 国（Ａ） (千円) 

665 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

333 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

998 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

500 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 

  



48 

 

事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.38（医療分）】 

医師を志す高校生支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，医師を志す高校生支援事業を

実施し，医師不足，地域や診療科による医師の偏在解消及び看護職員

等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人

(R2)※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

医療従事者の偏在の改善（人口１０万人対の医師数の比）：仙台市：仙

台市以外＝2.11:1(H30)→2.09:1（R2） 

大学医学部医学科への進学者のうち当事業の参加割合：58.8%（H31.3）

→60%（R2.3） 

事業の内容 医師不足解消のため，医学部入学に対応した志の育成，学力向上に向

けた事業を実施し，医師を志す人材の育成を図る。 

アウトプット指標 ・医学部研究講座の開催：１回（受講者１００人） 

・医学部体験会の実施：１回（参加者１００人） 

・医師会講演会の実施：１回（参加者１００人） 

・病院見学会の実施：１回（参加者５０人） 

・合同学習合宿の開催：１回（受講者１００人） 

・医学特講ゼミの開催：３回（各回受講者１００人） 

・ｅ-ラーニングの開催：１回（受講者４０人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医学部入試に対応した的確な指導の展開及び宮城の医療に係る講演会

の実施を通して，宮城の医師として活躍する志を持った生徒を育成し，

本県における医師不足の解消を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,500 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

3,000 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,500 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.39（医療分）】 

糖尿病対策に係る医療従事者養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，糖尿病対策に係る医療従事者

養成事業を実施し，糖尿病対策に係る医療従事者の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：宮城県糖尿病療養指導士数：506 人（R1)→600 人（R2）

（※2,023 年までに 600 人目標） 

事業の内容 宮城県糖尿病療養指導士等の養成研修会の開催により，糖尿病対策に

かかる医療従事者を確保する。 

また，糖尿病対策に係る連携会議等を開催し，かかりつけ医と糖尿病

専門医との連携強化により，糖尿病重症化予防対策にかかる質の高い

医療従事者の確保を図る。 

アウトプット指標 ・地区別研修会開催回数：各地区１回以上（原則，保健所単位），全体

１回 

・地区別連携会議開催回数：各地区１回以上（原則，保健所単位），全

体１回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

糖尿病罹患の早期でかかりつけ医と糖尿病専門医との連携体制を構築

し，各地区において医師対象研修の実施や多職種連携を強化すること

で糖尿病腎症重症化予防を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,333 

民 (千円) 

6,667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,667 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.40（医療分）】 

薬剤師確保対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,089 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，薬剤師確保対策事業を実施し，

薬剤師不足，地域の偏在解消が必要。 

アウトカム指標：薬剤師数（人口１０万対）：235.5 人(H30)→246.2 人

(R2) 

※参考（H30 全国平均）：246.2 人 

薬局機能情報定期報告制度※1 により報告※2 のある県内に登録されてい

る薬剤師数：2,873 人(R1)→2,959 人（R2） 

※１ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す

る法律第８条の２の規定に基づき、医療を受ける者が薬局の選択を適

切に行うために必要な情報について、薬局開設者が県に報告する制度。 

※２ 毎年 1 回、12 月 31 日時点の情報を翌年の 1 月 31 日までに報告

する。 

事業の内容 ・薬学生に対する宮城県内での就業についての広報 

・復職研修の実施や登録制度による就業マッチングによる未就業者の

復職支援 

・U ターンや I ターン就職の推奨 

・就業中の薬剤師に対する研修を通じた資質向上及び就業先としての

魅力の向上 

アウトプット指標 ・薬剤師過疎地域での薬局実習：８回（参加人数 １６人） 

・薬剤師過疎地域（被災地含む）修学ツアー：２回（参加人数 ５０

人） 

・薬局及び病院に勤務する薬剤師を対象とした講習会：４回（参加人

数 ８０人） 

・薬局に勤務する薬剤師に対する，病院での研修プログラムの実施：

受講者 ２人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

薬学生に対するアプローチや復職研修等の実施により県内で就業する

薬剤師の確保を図り，薬剤師数の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

 

 

 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,089 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

公  (千円) 

533 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,059 

都道府県 (千円) 民 (千円) 
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（Ｂ） 3,030 （注１） 5,526 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

9,089 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,526 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.41（医療分）】 

小児医療従事者確保・育成支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

76,216 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 東北大学病院 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，小児医療従事者確保・育成支

援事業を実施し，医師不足，地域や診療科による医師の偏在解消及び

看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標： 

小児人口１万人当たりの小児科医師数：10.3 人（H30）→10.4 人(R2) 

養成した新生児科指導医師数：5人（H30）→8人（R2） 

事業の内容 ・東北大学病院に設置された新生児医療研修センターにおいて，新設

の専門教育プログラム・コースに基づき新生児科指導医を養成する 

・地域小児科センターに対する時間外診療担当小児科医の派遣 

・一般小児科医を対象とした小児救急疾患及び発達障害に係る研修会

の開催 

アウトプット指標 ・地域小児科センターに対する時間外診療担当小児科医の派遣 800 回

以上/年 

・小児救急医療及び発達障害に係る研修会の開催：10 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

一般小児科医を対象とした各種研修を通して小児医療の質を確保する

とともに，地域小児科センターに対する時間外診療担当小児科医の派

遣により，県民が小児医療を受ける機会を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

76,216 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

33,873 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

16,937 

民 (千円) 

33,873 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

50,810 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

25,406 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.42（医療分）】 

救急科専門医養成・配置事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,900 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 東北大学病院 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，医師不足，地域や診療科によ

る医師の偏在解消及び看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標： 

救急科専門医数（人口１０万対）：3.1 人（H30）→3.7 人（R2） 

※参考（H30 全国平均）：3.7 人 

事業の内容 救急・集中治療に携わる若手医師の育成及び育成した医師の救命救急

センターへの配置 

アウトプット指標 ・育成した救急科専門医の県内病院への配置：１人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

高度な救急・集中治療を実施することができる医師を育成・配置する

ことによって，救急科専門医を継続的・安定的に供給できる体制の構

築を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,900 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

8,400 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,400 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,200 

民 (千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

12,600 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

6,300 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.43（医療分）】 

歯科技工士の総合的人材確保事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,814 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県歯科技工士会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，歯科技工士の総合的人材確保

事業を実施し，歯科技工士の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：歯科技工士数（人口１０万対）：30.5 人（H30）→32.0

人以上（R2) 

事業の内容 若手歯科技工士を対象とした基本的な歯科技工研修会等の開催 

アウトプット指標 若手歯科技工士を対象とした歯科技工研修会等の開催：14 回（延べ 165

人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

講習の開催により歯科技工士の技能向上を図ることで，就業する歯科

技工士数の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,814 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,209 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

605 

民 (千円) 

1,209 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,814 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.44（医療分）】 

歯科衛生士復職支援並びに離職防止事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,247 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県歯科医師会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，歯科衛生士復職支援事業を実

施し，歯科衛生士の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：歯科衛生士数（人口１０万対）：85.2 人(H30)→104.9

人（R2) 

※参考（H30 全国平均）：104.9 人 

事業の内容 ・未就業の歯科衛生士に対する講習会・実習の開催 

・在職の歯科衛生士に対するセミナーの開催 

アウトプット指標 ・未就業の歯科衛生士に対する講習会・実習：60 人 

・在職の歯科衛生士に対するセミナー：50 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

復職研修等の実施により県内で就業する歯科衛生士の確保を図り，歯

科衛生士数の増加につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,247 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,498 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

749 

民 (千円) 

1,498 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,247 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.45（医療分）】  

医療・介護人材及び指導者養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

35,470 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 東北大学病院 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，医療・介護人材及び指導者養

成事業を実施し，医師不足，地域や診療科による医師の偏在解消及び

看護職員等の確保・養成が必要。 

アウトカム指標：看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2)※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人(R2)※参考（H30

全国平均）：258.8 人 

事業の内容 本県の医療及び介護従事者の知識・技術向上を図るため，東北大学が

所有する施設等において，選任教員スタッフが医師・看護師・コメデ

ィカルに対してチーム医療の推進や医療技術の習得を目的とした研修

を行うとともに，医療的ケアをテーマにした介護従事者向け講演・研

修会の実施に要する経費を支援する。 

また，シミュレーション医学教育の指導者を育成するための講習会等

の実施に要する経費を支援する。 

アウトプット指標 ・医療従事者を対象とした技術講習会：500 人（25 回/年） 

・医療スタッフを対象としたクリティカルケアに関する講習会：600 人

（60 回/年） 

・介護従事者を対象とした医療的ケアに関する講習会：120 人（6 回/

年） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

シミュレーション教育による医療従事者の効率的な育成を通して，医

師や看護師等の技術向上及び定着を図り，医療提供体制の強化につな

げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

35,470 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

15,764 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,882 

民 (千円) 

15,764 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

23,646 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

11,824 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.46（医療分）】 

地域・大学連携による健康づくり対策促進事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，地域・大学連携による健康づ

くり対策促進事業を実施し，県民の健康課題解決を促進する人材育成

が必要。 

アウトカム指標：脳血管疾患年齢調整死亡率の減少： 

男性：41.4%(H30)→39.4%(R2) 女性：23.7%(H30)→23.1%(R2) 

事業の内容 大学の最新知見によるサポートを得ながら，県民の健康課題解決を促

進する県内の健康づくりの中心となる人材育成等を行う。 

アウトプット指標 ・課題別評価・分析事業（分析シートの作成）：３団体 

・健康な地域づくり事業（アドバイス支援）の実施：５団体 

・みやぎヘルスリーダー育成講座の開催：６回（受講者延べ１２０人） 

・みやぎの健康情報の発信（健康づくり従事者向け）：３回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 メタボリックシンドローム，脳血管疾患などの県民の健康課題の解

決を効果的に進めるため，大学の知見を活用し生活習慣病予防対策及

び重症化予防対策を中心となって促進する人材の育成により，本県に

おける取組の拡充を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,333 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,667 

民 (千円) 

3,333 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

5,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.47（医療分）】 

がん対策に係る医療従事者養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，がん対策に係る医療従事者養

成事業を実施し，がん医療の均てん化が必要。 

アウトカム指標：退院患者平均退院日数（悪性新生物）：14.6 日（H29）

→13.2 日（R2） 

事業の内容 東北大学や県医師会，がん診療連携拠点病院等等が連携を強化し，が

ん患者の増加及び外来治療の主流化，今後推進されるがんゲノム医療

に対応すべく，地域の医師やコメディカルが最新の知識を習得し患者

家族へ医療や情報を提供するための研修会を開催する。 

アウトプット指標 ・医師を対象とした研修会 開催数６回，参加者数３００人 

・医師とコメディカルを対象とした地域連携推進のための研修会 

 開催数２回，参加者数１５０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

がん診療連携拠点病院以外の地域の医師やコメディカルが，がんに関

する最新の知識，技術を習得することで，外来医療を含めた県内のが

ん医療の均てん化が推進され，地域での医療・相談提供体制基盤づく

りにつなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,333 

民 (千円) 

6,667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

6,667 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.48（医療分）】 

特定地域看護師確保対策修学資金貸付事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,398 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,大崎・栗原圏 

（看護師が特に不足している地域） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，特定地域看護師確保対策修学

資金貸付事業を実施し，看護職員等の確保，養成が必要。 

アウトカム指標： 看護師数（人口１０万対）：867.3 人（H30）→963.8

人(R2) 

※参考（H30 全国平均）：963.8 人 

事業の内容 県内看護学生に対し，修学資金を貸し付けることにより，看護師が特

に不足している地域の医療施設に看護師を確保し，地域偏在の解消を

図る。 

アウトプット指標 ・看護師が特に不足している地域において看護師の業務に従事しよう

とする看護学生：２２人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師が特に不足している地域の医療施設において将来看護師として

業務に従事しようとする看護学生に修学資金を貸し付けることで，特

定の地域の看護師の確保を図り，地域偏在の解消につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

 

 

 

 

 

 

 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

13,398 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

8,932 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

4,466 

民 (千円) 

8,932 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

13,398 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ４ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.49（医療分）】 

東北大学地域枠対応医学生修学資金貸付事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,400 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

仙南圏,仙台圏,大崎・栗原圏,石巻・登米・気仙沼圏 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後増加する医療需要に対応するため，医師の確保・養成，地域や診

療科による医師の偏在解消必要。 

アウトカム指標：医師数（人口１０万対）：250.1 人（H30）→258.8 人

(R2) ※参考（H30 全国平均）：258.8 人 

自治体病院等（県立病院除く）への 3年目以上医師配置数：73人（R2）

→74 人以上（R3） 

事業の内容 医学部の臨時定員増が令和元年度入学者で終了したが，地域の医師確

保等の観点から令和２年度及び令和３年度も暫定的に現状の医学部定

員を概ね維持することとされたことに伴い東北大学医学部の地域枠入

学者に対する医学生修学資金貸付事業を実施。 

アウトプット指標 ・医師少数区域等に就業する医師：７人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医師少数区域等に所在する地域の医療施設において将来医師として業

務に従事しようとする医学生に修学資金を貸し付けることで，医師の

確保を図り，地域偏在の解消につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

 

 

 

 

 

 

 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,400 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

0 

基金 国（Ａ） (千円) 

5,600 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,800 

民 (千円) 

5,600 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

8,400 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を

行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.１（介護分）】 

介護人材確保推進事業 

（介護人材確保対策連携強化事業＜協議会運営等＞） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,228 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

将来を見据えた介護人材の確保・養成・定着に取り組むためには，

宮城県の介護業界全体として,関係する行政機関や職能団体,事

業者団体の連携・協働の醸成の場を提供し，具体的な計画を立案

することが必要である。 

アウトカム指標：介護人材の確保・養成・定着に関する総合的な 

取組の推進 

事業の内容 

 

行政や職能団体,事業者団体などで構成される協議会を設置し,

普及啓発・情報提供,人材確保・育成,労働環境改善等に関する取

組について検討する。 

アウトプット指標 介護人材確保協議会 ３回開催 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県内の介護関係団体や行政など１８団体で構成する協議会及び

部会で，介護人材確保・養成・定着に向けての議論を行い，総合

的に事業を企画・実施する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,228 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

819 

基金 国（Ａ） (千円) 

819 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

409 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,228 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 【No.２（介護分）】 

介護人材確保推進事業 

（認証評価制度運営事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,266 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の育成や処遇改善に取り組む事業所の増加を図り，入職

希望者の事業所選定の不安を軽減することにより，介護事業所へ

の新規入職者の増及び離職者の低減を図ることで，不足している

介護職員の増加を図ることが求められている。 

アウトカム指標：人材育成に取り組む事業者の底辺拡大により， 

介護職員の離職率の低減を図る。 

事業の内容 「介護人材を育む取組宣言認証制度」を実施するにあたり，周

知・運営する事務局を設置し，事業所の認証手続き及び本事業の

効果的な進め方等を検討する委員会を引き続き設置する。 

アウトプット指標 認証事業所（第１段階） １００事業所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認証事業所の増により，介護人材の育成や，処遇改善に取り組む 

事業所の増加が図られ，離職率の低下に繋がる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,266 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

10,177 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

5,089 

民 (千円) 

10,177 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

15,266 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

10,177 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No.３（介護分）】 

介護従事者確保対策事業（介護の魅力・イメ

ージアップ普及啓発事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,250 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材不足が深刻な中，介護福祉士養成校の入学者数や定員充

足率も低下傾向にあるため，介護福祉士養成校への入学促進に向

けた若年層に対する普及啓発のための取組や，地域での介護のイ

メージアップに取り組む必要がある。 

アウトカム指標：介護福祉士養成校定員充足率の上昇 

事業の内容 

 

小・中・高生などの若年層及び地域住民に介護の仕事について親

しみを持ってもらい，将来的な介護業界への就業を促進するため

のＰＲ事業を実施する。 

アウトプット指標 

 

小中学校向けの研修やイベントの実施：６回 

高校訪問：延べ３００回，地域住民向けの講座：６回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

小中学校での介護の魅力を伝える活動及び高校対象の入学促進

活動，地域住民向け理解促進に向けた取組により，若年層に介護

の仕事の魅力を伝え，将来的に介護福祉士を目指す学生の増加に

つながる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

22,250 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

14,833 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

7,417 

民 (千円) 

14,833 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

22,250 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No.４（介護分）】 

介護人材確保推進事業 

（介護の魅力・イメージアップ普及事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,764 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

約 5 千人の介護人材不足が見込まれる 2025 年に向け，介護人材

確保の取組により需給ギャップの縮小を図るため，人材の参入阻

害要因となっているマイナスイメージの払拭及び介護のイメー

ジアップに向けた取り組みを行う。 

アウトカム指標：新たに介護分野に参入する層の拡大，介護職員 

の増加 

事業の内容 

 

職場体験学習や介護イベント等の実施により，中高生や主婦等に

対し介護の魅力に関する啓発を進める他，合同入職式等の実施に

より，新規入職者の意欲の向上を図る。 

アウトプット指標 

 

職場体験の開催（目標参加者６０名），介護関連イベントを開催

する地域の介護事業所団体への支援，入職式及び交流会の開催 

アウトカムとアウトプット

の関連 

若年層や主婦層などに対し介護の魅力をアピールし，将来的な介

護業界への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,764 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

3,176 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

1,588 

民 (千円) 

3,176 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

4,764 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

2,176 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理

解促進事業 

事業名 【No.５（介護分）】 

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業 

（介護イメージアップ事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

51,486 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

約 5 千人の介護人材不足が見込まれる 2025 年に向け，介護人材

確保の取組により需給ギャップの縮小を図るため，介護のイメー

ジアップに向けた取組を行い，人材の参入阻害要因となっている

マイナスイメージを払拭する。 

アウトカム指標： 介護職員の増加 

事業の内容 

 

小中高生，主婦層，中高年齢者層など，幅広い世代を対象に介護

のイメージアップのための情報発信や広報活動を行う。 

アウトプット指標 

 

人気タレントを起用したＰＲ動画・ＰＲポスターの制作， 

動画・ポスターを活用した情報発信 

アウトカムとアウトプット

の関連 

小中高生，主婦層，中高年齢者層など幅広い世代に対し，介護の

仕事の魅力をアピールし，将来的な介護業界への参入促進を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

51,486 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

34,324 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

17,162 

民 (千円) 

34,324 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

51,486 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

34,324 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 
   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 
   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ

ング機能強化事業 

事業名 【No.６（介護分）】 

介護人材参入促進事業 

（地域人材を活用した介護助手導入促進事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,280 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 介護人材を安定的に確保するためには，現在就労している介護

職員がその専門性を発揮し，職場定着できる労働環境の整備・改

善に取り組む必要がある。 

アウトカム指標：地域の多様な人材層に応じたマッチングに取り

組む介護事業所等の数（７事業所）  

事業の内容 

 

 介護事業所団体等が，高齢者や主婦など地域の多様な人材を

「介護助手」として，直接介助以外の補助業務に従事させ，専門

職の働き方の工夫など介護事業所内の労働環境の改善を図る取

組を補助する。 

アウトプット指標 補助事業者数３団体 

アウトカムとアウトプット

の関連 

 直接介助以外の補助業務に地域の多様な人材を活用すること

により，介護事業所における労働環境の整備・改善を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,280 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

12,187 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,093 

民 (千円) 

12,187 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

18,280 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチ

ング機能強化事業 

事業名 【No.７（介護分）】 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

18,504 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護人材の不足する 2025 年に向け，介護人材確保の取組により

需給ギャップの縮小を図るため，主婦層やリタイヤした高齢者な

どを含め，幅広く介護人材の確保を図る必要がある。 

アウトカム指標：介護職員の増加 

事業の内容 ・宮城県福祉人材センター等への求職者と求人事業所に対する，

合同就職面談会の実施 

・キャリア支援専門員による相談，的確な求人情報の提供，入職

後のフォローアップ相談の実施 

・事業所を対象に社会保険労務士や公認会計士等による経営・人

事・労務管理等に関する指導，助言等 

アウトプット指標 福祉・介護人材マッチング機能強化事業による就業者数 ５０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

福祉・介護人材マッチング機能強化事業の実施により，介護人材

と求人事業所を適切にマッチングさせることで，介護サービス従

事者の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

18,504 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

12,336 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

6,168 

民 (千円) 

12,336 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

18,504 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

12,336 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備

事業 

事業名 【No.８（介護分）】 

介護人材確保対策緊急アクションプラン事

業（外国人人材確保アクションプラン） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,897 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の令和7年度における介護人材の需給ギャップは5千人が見

込まれることから，本事業の活用により外国人の介護職参入を促

進するもの。 

アウトカム指標：外国人介護人材の円滑な受入支援体制の構築。 

事業の内容 ・マッチング支援団体を設置し，現地教育機関等から外国人介護人材

に関する情報収集を行うとともに，現地の外国人介護人材に対し，県

内受入介護施設等の情報提供を行うなど，マッチング支援を実施する。 

・県内介護施設へ就労予定の留学生と技能実習生に対し，学費等を給

付する。 

アウトプット指標 ・マッチング支援団体の設置 

・技能実習生，留学生の受け入れ 各２０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

マッチング支援を通じて受け入れ施設の手続き的負担を軽減し，技能

実習生・留学生への金銭的補助を通じて介護職への就職を促す。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

40,897 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  742 

(千円) 

基金 国（Ａ） 17,957 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

8,979 

(千円) 

民 17,215 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 26,936 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

8,549 

(千円) 

その他（Ｃ） 13,961 

(千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業 

事業名 【No.９（介護分）】 

ケアマネジャー多職種連携支援体制強化事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,069 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において，安心して生活できる体制の構築を図る 

 

アウトカム指標：介護支援専門員の資質向上 

  

事業の内容 介護支援専門員に対し，経験豊かな主任介護支援専門員等が多職

種連携の方法や助言・指導等を行い，資質向上を図るもの。 

アウトプット指標 助言・指導者等の派遣回数：３０回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員に対し，経験豊かな主任介護支援専門員等が多職

種連携の方法や助言・指導等を行い，資質向上を図る 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,069 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

2 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,379 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

690 

民  (千円) 

1,377 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,069 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,377 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.１０（介護分）】 

介護人材確保推進事業 

（キャリアパス支援事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,232 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

多様化する介護ニーズに対応するため，初任者・中堅といった

段階毎に達成レベルに応じた研修を実施することで，介護職員の

離職防止・定着促進を図っていくこと，専門性の明確化・高度化

により，介護事業所にて中心的な役割を担う職員を育成していく

ことが必要である。また，人材育成の困難な小規模事業所に対し

ての底上げも求められている。 

アウトカム指標：職場定着の促進，現場のリーダーの育成,  

介護サービスの質の向上 

事業の内容 

 

人材育成の困難な小規模事業者の介護職員に対する研修支援や

リーダーや中堅職員に対する高度専門技術習得等のための研修

など，経験や能力に応じた段階別研修を実施する。 

アウトプット指標 研修開催３５回，小規模事業者に対する訪問研修２０回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

経験・能力にあった段階別の研修を実施することで，目標を持ち

ながら長く働くきっかけとなる上，職員のスキルアップを図るこ

とで，介護サービスの質の向上につなげることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,232 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

6,821 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,411 

民 (千円) 

6,821 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,232 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

 (千円) 

6,821 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業  

事業名 【No.１１（介護分）】 

介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,516 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において，安心して生活できる体制の構築を図る 

アウトカム指標：介護支援専門員の養成，資質向上 

事業の内容 介護支援専門員の資質向上に資する法定研修等を実施するもの。 

○介護支援専門員実務研修 

○介護支援専門員再研修 

○更新研修（実務未経験者対象） 

○介護支援専門員専門研修Ⅰ・更新研修Ⅰ 

○介護支援専門員専門研修Ⅱ・更新研修Ⅱ 

○主任介護支援専門員研修 

○主任介護支援専門員更新研修 

アウトプット指標 研修受講者数 

○実務研修：２５０人 

○再研修：１００人 

○主任介護支援専門員研修：１５０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員として業務を行うためには，介護支援専門員とし

て，登録を受け，証の交付を受けることが必須。登録及び証の交

付を受けるためには所定の研修を修了しなければならない。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

5,516 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

527 

基金 国（Ａ）  (千円) 

527 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

264 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

791 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ）  (千円) 

4,725 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【No.１２（介護分）】 

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業 

（介護職員就業促進プロジェクト事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

約 5 千人の介護人材不足が見込まれる 2025 年に向け，介護人材

確保の取組により需給ギャップの縮小を図る必要がある。このた

め，介護業務への再就労を希望している離職者等を掘り起こし，

介護施設等での雇用確保と資格取得支援を併せて行い，介護分野

への人材確保と定着を図る。 

アウトカム指標： 介護職員の増加 

事業の内容 

 

介護業務への就労を希望している離職者等と介護施設等とのマ

ッチングにより雇用確保支援を行うとともに，あわせて資格取得

支援を行い，質の高い人材確保と定着を図る。 

アウトプット指標 新規雇用者数 ３０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本事業の実施により新たに３０人の介護職員を雇用し，併せて資

格取得支援を行うことで，質の高い人材の確保と定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

40,000 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

26,667 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

13,333 

民 (千円) 

26,667 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

40,000 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

26,667 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１３（介護分）】 

認知症介護実務者総合研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,118 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県，仙台市，認知症介護研究・研修仙台センター 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

認知症高齢者の増加を受け，介護保険施設・事業書等の利用者の増加

も見込まれる。利用者が安全・安心に生活するためには，介護保険施

設等の職員による介護サービスの質の向上が求められている。 

アウトカム指標： 研修受講者が認知症ケア技術を理解し，施設ケアの

室が向上する。 

事業の内容 認知症介護の指導的立場にある者や認知症の介護に携わる施設及び在

宅サービス提供事業者等の職員に対し，研修等を実施する。 

アウトプット指標 認知症介護指導者フォローアップ研修      ３名 

認知症介護基礎研修            １５０名 

認知症対応型サービス事業開設者研修     ５０名 

認知症対応型サービス事業管理者研修     ６０名 

小規模他希望型サービス等計画作成担当者研修 ２０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

多様な立場の認知症ケア従事者への研修を行うことでケアの標準化が

図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,118 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,412 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

706 

民 (千円) 

1,412 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,118 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

601 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.１４（介護分）】 

認知症地域医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,955 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県，仙台市 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

１．認知症が進行してから医療機関を受診するため，問題が複雑

化していることが多い。 

２．医療関係者の認知症に対する理解が不足しているため，様々

な医療場面で認知症の人が適切なケアや対応を受けられない。 

アウトカム指標：  

１．地域における認知症の早期発見・早期対応システムの充実 

２．認知症の適切な医療提供及び地域連携の充実 

事業の内容 地域の医療資源である医療職に対して研修を実施する。 

アウトプット指標 認知症サポート医養成研修            ７名 

認知症サポート医フォローアップ研修      ４０名 

かかりつけ医認知症対応力向上研修      １２０名 

病院勤務医療従事者向け認知症対応力向上研修 ６３０名 

歯科医師・薬剤師認知症対応力向上研修    各５０名 

看護職員認知症対応力向上研修        １５０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療関係者に対して，認知症の理解や対応に関する研修を行うこ

とで，様々な医療場面で認知症の人や家族に適切なケアを提供出

来る体制を構築し，併せて早期発見による早期治療・ケアへの流

れを強化する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,955 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

106 

 基金 国（Ａ） (千円) 

7,303 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

3,652 

民 (千円) 

7,197 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

10,955 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

5,415 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築ための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【No.１５（介護分）】 

生活支援サービス開発支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

44,902 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域において，安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：全ての市町村において，高齢者が地域で安心し

て生活できる体制が構築される。 

事業の内容 関係団体や市町村等と連携の上，事業の普及啓発・情報提供，介

護人材の確保・育成等の事業を行い，市町村の取組を支援するも

の。主な事業内容は次のとおり。 

・「宮城県地域支え合い・生活支援推進連絡会議」の設置・運営 

・生活支援コーディネーター養成研修の実施 

・市町村が設置する協議体や生活支援コーディネーター等への支

援 

・実態把握・地域資源の掘り起こし・情報誌の発行等 

アウトプット指標 ・連絡会議：１回，運営委員会：隔月開催（年６回） 

・アドバイザー派遣：随時 

・情報交換会：高齢者福祉圏域ごとに年１回以上 

・情報紙の発行：年６回（隔月発行） 

・生活支援コーディネーター養成研修：基本研修及び実践講座か 

らなる体制 

アウトカムとアウトプット

の関連 

記載の市町村支援事業を実施することにより，2025 年に向けて，

全ての市町村において高齢者が地域で安心して生活できる体制

の構築を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

 (千円) 

44,902 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

146 

基金 国（Ａ）  (千円) 

21,793 

都道府県 

（Ｂ） 

 (千円) 

10,896 

民  (千円) 

21,647 

計（Ａ＋Ｂ）  (千円) 

32,689 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 
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  (千円) 

21,647 

 

その他（Ｃ）  (千円) 

12,213 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向

上事業 

事業名 【No.１６（介護分）】 

地域包括支援センター機能強化推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,785 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括支援センターが包括的支援事業を効果的に実施するた

めの手法として，地域ケア会議が介護保険法に規定され強化され

た。地域ケア会議は多職種協働による個別事例のケアマネジメン

ト支援と地域課題の解決が目的であり，県内では医療機関や介護

施設の地域偏在により市町村単独での専門職確保が難しいこと

から市町村への支援が必要である。 

アウトカム指標：全市町村で地域ケア会議が開催され，多職種協

働による個別事例のケアマネジメント支援と地域課題の解決に

向けた体制が構築される。  

事業の内容 １地域ケア会議等活動支援 

２地域包括支援センター職員課題別研修 

３地域包括支援センター機能に関する課題検討会 

アウトプット指標 １ 外部専門職の派遣：随時 

２ 研修：年４回 

３ 市町村支援に係る県職員の派遣：随時 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域包括ケア会議の効果的運営手法や先行自治体の取組情情報

等を提供することにより市町村等が効果的な地域ケア会議の開

催に繋げることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,785 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,190  

(千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,190 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

595 

民 (千円) 

 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

1,785 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.１７（介護分）】 

市民後見人養成・支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,891 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼県域） 

事業の実施主体 ① 仙台市 ②宮城県（一部委託を検討） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

 認知症高齢者や知的・精神障害者などの権利擁護支援の手法と

して，成年後見制度が適切に利用されるためには，成年後見制度

の普及啓発や人材育成を図ることが喫緊の課題となっている。 

アウトカム指標： 

① 市民後見人候補者名簿の登録者数２０名程度維持による，受

任体制の確保。 

② 市町村，相談関係機関及び司法・福祉専門職団体等が連携し

た，成年後見制度の適切な利用を行うための人材確保。 

事業の内容 ① （１）市民後見人活動の支援 

     市民後見人の養成及び，養成した市民後見人候補者を

対象とした，フォローアップ研修の実施と活動支援。 

   （２）成年後見制度の理解促進 

     成年後見制度への理解を促す市民向けの「成年後見セ

ミナー」等の実施。 

② （１）成年後見制度研修会 

     市町村職員，地域包括支援センター等の相談関係機関  

職員，介護保険施設職員等を対象として，成年後見制

度の役割や，各機関の役割に関する理解を図る。 

  （２）成年後見制度利用に関わる関係機関情報交換会 

      司法・福祉専門職と市町村職員等を対象として，情報

交換会を実施し，市町村職員の実務能力向上を図る。 

アウトプット指標 ① （１）市民後見人活動の支援 

     市民後見人候補者の養成者数 ３０名 

  （２）成年後見セミナーの開催   １回 

② （１）成年後見制度研修会の延べ参加者数 ２００名 

  （２）情報交換会の開催数     ８回（４圏域×２回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

① 市民後見人名簿登録者のスキルアップが図られるとともに，

権利擁護に関する理解が深まることで，地域の権利擁護体制

構築が推進される。 
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② 研修会や情報交換会の開催を通して，関係者の共通理解のも

とに成年後見制度が適切に利用される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,891 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

410 

 基金 国（Ａ） (千円) 

1,928 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

963 

民 (千円) 

1,518 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

2,891 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

413 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.１８（介護分）】 

介護人材確保対策緊急アクションプラン事業 

（介護職働き方改革応援宣言プロジェクト事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,821 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

介護職員の離職理由として，職場環境や法人の経営理念への不満

があげられていることから，経営者や管理者等の意識改革を図

り，介護の職場においても，働き方改革による働きやすい職場環

境を整備する必要がある。 

アウトカム指標：安心して働き続けられる職場環境の整備  

事業の内容 

 

新たに週休３日制をはじめ，職場の働き方改革に取り組む介護施

設等に対して，専門家を派遣し，制度構築や運用等について支援

を行う。 

アウトプット指標 支援事業者数：５事業者 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新たに週休３日制に取り組む５事業者に対して専門家による働

き方改革への取組支援を実施することにより，安心して働き続け

られる職場環境を整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,821 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

21,214 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

10,607 

民 (千円) 

21,214 

計（Ａ＋Ｂ） (千円) 

31,821 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

21,214 

その他（Ｃ） (千円) 

 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.１９（介護分）】 

介護職員勤務環境改善支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,568 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県内全域 

（仙南圏，仙台圏（仙台市含む），大崎・栗原圏，石巻・登米・気仙沼圏） 

事業の実施主体 宮城県 

事業の期間 令和２年４月１日～令和３年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者福祉施設等における介護職員の人材確保が問題となって

いるため，職員（特に高齢の職員・女性職員）が働き続けること

ができる体制構築を図る。 

アウトカム指標：介護職員の１年間の離職率１５．４％（出典：

平成 27 年度介護労働実態調査結果 都道府県版 宮城支部）を

１％減とする。 

事業の内容 介護現場での移動リフトの導入を促進するため，導入検討段階で

のコンサルティング業務経費，移動リフトの試用経費等について

補助するもの。 

アウトプット指標 令和２年度 移動リフト試用導入 ７施設 計２１台 

うち５施設程度での本格導入につなげる。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護現場での移動リフトの導入を促進することにより，介護職員

の負担軽減及び勤務環境の改善を図り，介護人材確保につなげ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

7,568 

(千円) 

 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 5,045 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

2,523 

(千円) 

民 5,045 

(千円) 

計（Ａ＋Ｂ） 7,568 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合 

   は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

（注３）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所用見込額を記 

   載すること。 

 


